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合弁会社設立に関する基本合意のお知らせ 

  

  

小津産業株式会社（以下「当社」）は、Enviro Tech Chemical Services,Inc.（本社：アメリカ カ

リフォルニア州、以下「ETCS」）および全国農業協同組合連合会（本社：東京都千代田区、以下「全

農」）と、過酢酸製剤（Peracetic acid、以下「PAA」）の販売事業を柱とした合弁会社「エンビロテ

ックジャパン株式会社」（以下「ETJ」）を設立することに基本合意いたしましたので、お知らせいた

します。 

 

１．合弁会社設立の理由 

当社は、約10年前からPAAを輸入し、主に製薬工場のバイオクリーンルーム向けの除菌剤として実績

を重ねてまいりました。その後、平成25年より、ETCSの製造するPAAを主に食品工場における床・壁、

配管等のサニテーション用途向けとして輸入し、販売を行ってまいりました。 

ETCSが製造するPAAには、米国において食品添加物の認可を受けているものがあり、既に米国では食

肉や果実類の鮮度保持に多くの実績を有しております。PAAは、従来、日本国内において食品添加物と

して認可されておりませんでしたが、本年10月６日付で公布された「食品衛生法施行規則の一部を改正

する省令」により、食品添加物として追加され、製造基準が設定されました。今後、日本国内において

も、この製造基準を満たしたPAAによる食品の鮮度保持が注目されるものと考えております。 

また、全農は、日本の農畜産物の輸送、加工及び販売において大きな役割とシェアを有しておりま

す。食品添加物として認可されたばかりのPAAを速やかに市場に浸透させるためには、全農のもつ市場

への影響力が不可欠と考えております。 

日本の食品流通過程における鮮度保持は、塩素系除菌剤に多く依存しているのが現状です。今般、

PAAが食品添加物として認可されたことによって、塩素系除菌剤が抱えるデメリットを解決し、より確

実で効果のある鮮度保持が可能になりました。また、PAAは、既に食品添加物として広く世界で用いら

れているため、味・品質に優れている日本の農畜産物を海外に輸出する際にも長時間の鮮度保持が可能

になるものと思われます。 

新会社ETJは、新たに食品添加物として認可されたPAAを広く食品業界に普及させることで、日本及び

アジア諸国における食品の鮮度保持および加工・流通技術の発展に貢献してまいります。 

 

２．合弁会社の概要 

当社、ETCSおよび全農は、以下の事項に関して合意していますが、他の具体的な内容については、今

後３社協議の上で決定いたします。 
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（１）名  称：エンビロテックジャパン株式会社 

（２）所 在 地：東京都中央区 

（３）事業内容：過酢酸製剤の輸入及び日本及びアジア諸国での製造・販売 

（４）設立時期：平成29年1月（予定） 

（５）資 本 金：１億円 

（６）出資比率：当 社 45％、ETCS 45％、全 農 10％ 

（７）代 表 者：未定（当社選任による） 

 

３．基本合意の相手先 

（１）Enviro Tech Chemical Services,Inc.の概要 

商号 Enviro Tech Chemical Services,Inc. 

本店所在地 アメリカ カリフォルニア州 

代表者 CEO Mike Harvey 

事業内容 化学薬品（過酢酸、臭素）の製造、販売及び輸出 

設立年月 1991年５月 

資本金 17,532 US＄ 

 

（２）全国農業協同組合連合会の概要 

商号 全国農業協同組合連合会 

本店所在地 東京都千代田区 

代表者 代表理事理事長 成清 一臣 

事業内容 

生産資材・生活用品の供給と共同利用施設の設置、 

農畜産物の運搬・加工・貯蔵または販売、農業技術・農業経営工場のための

教育 

連合農業倉庫の経営、家畜市場の設置、運送事業、建築設計および工事監理 

海外の農協組織と提携した農業の開発協力 

設立年月 1972年３月 

出資金 115,265百万円（平成 27年度） 

 

４．今後の予定 

平成28年12月末の最終合意（合弁契約書の締結）をめざし、今後、３社でさらに詳細について協議し

てまいります。 

 

５．当社業績に与える影響 

当社業績に与える影響は軽微でありますが、今後、業績に与える影響が見込まれる場合は、別途お知

らせいたします。 

 

＜本件に関するお問い合わせ＞ 

小津産業株式会社 経営企画室    03-3661-9400 

全国農業協同組合連合会 畜産生産部 推進・商品開発課    03-6271-8236 

 

以 上 
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